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資料２ 

平成 26年度 

 

平成 26年度の取組予定 

平成26年2月28日現在 

１ 職員の派遣  

○ 県職員 

派遣先 業務内容 職種 人数 期間 

宮城県 

用地業務 一般事務 1名 

H26.4.1～ 

H27.3.31 

農地・農業用施設等の災害復旧業務 農業土木 1名 

漁港・海岸施設等の災害復旧業務 農業土木 1名 

治山施設・林道の災害復旧業務 林業 1名 

道路・河川等の災害復旧業務等 土木 1名 

災害復旧に伴う住宅等新築にかかる建築

確認業務等 
建築 1名 

復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査業務 文化財 1名 
H26.4.1～ 

H26.9.30 

岩手県 換地業務 一般事務 1名 H26.4.1～ 

H27.3.31 福島県 観光業務 一般事務 1名 

 計  9名  

○ 警察 

派遣先 業務内容 職種 人数 期間 

福島県 機動隊業務 機動隊 未定 未定 

岩手県 警察業務 警察署 3名 
H26.4.1～

H27.3.31 

○ 市町職員【消防職を除く】（平成 26年 4月 1日時点での予定） 

派遣先 
人数 

派遣元市町 

都道府県 市町村  

宮城県 

石巻市 4名 桑名市、鈴鹿市、伊賀市、菰野町 

気仙沼市 1名 桑名市 

山元町 1名 津市 

南三陸町 1名 鳥羽市 

岩手県 陸前高田市 1名 松阪市 

福島県 
相馬市 1名 菰野町 

新地町 1名 四日市市 

計  10名  
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２ 被災地支援  

【健康福祉部】 

○ 日本赤十字社の募金箱を県本庁舎に設置（H23年度～H26年度末） 

○ 県民の方から同意をいただいた義援金を、「東日本みやぎこども育英募金」に寄付（H23年度～） 

【環境生活部】 

○ 文化財レスキュー等をニーズに応じ支援 

【農林水産部】 

○ 被災県の物産等をイベント等で販売及びＰＲを実施（時期未定） 

○ メールマガジン（三重の里ファン倶楽部）による被災県のグリーン・ツーリズムを紹介（不定期） 

【雇用経済部】 

○ 「東日本大震災チャリティイベント in伊勢安土桃山文化村」で被災地への募金活動を支援 

（時期未定） 

○ 「リーディング産業展みえ」で東日本復興支援ブースを設置し、東北３県の特産品を販売予定（11

月） 

○ 東北地方の観光パンフレットを配布し、物産を販売（通年） 

【教育委員会】 

○ 学校防災交流事業で、宮城県から中学生を三重県に招待 

○ 高校生を「ハイスクールサミットｉｎ東北」に派遣 （予定） 

○ スクールカウンセラーを派遣 （予定） 

 

３ 県内避難者支援  

【防災対策部】 

○ 避難者の総合相談窓口として、三重県を避難先として検討している方に対し、一時的避難場所等の情

報を収集・提供し、円滑に手続きが進むようサポート（通年） 

○ 避難元自治体、ボランティア団体、県等からの情報を避難者へ提供（通年） 

○ 県内避難者からの相談受付（通年） 

【総務部】 

○ 被災者への職員公舎の提供 1戸 1名 

【健康福祉部】 

○ 災害救助法に基づく被災県からの応援要請に応じ、避難者への住宅の提供を実施（H23年度～） 

 ・被災者への住宅の提供 4世帯 16名 (継続) 

○ 被災地からの避難者向けに、県ホームページで福祉関連情報を提供（H23年度～） 

【農林水産部】 

○ 県内に避難・移住された農業経営者等への営農サポート 
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【地域連携部】 

○ 全国避難者情報システムの運用 

【県土整備部】 

○ 被災者への県営住宅の提供 5世帯 17名 （継続） 

○ 被災者を対象に、「鈴鹿青少年の森」の炊飯場利用料金を免除（通年） 

【企業庁】 

○ 企業庁職員住宅の提供可能数をホームページに掲載（単身用～大台町内 5 戸、世帯用～四日市市内  

5戸） 

【教育委員会】 

○ 被災児童生徒等の小中学校等への転入を支援（通年） 

○ 被災地域の高等学校等の生徒で、保護者等の転居、親族家族への避難等により本県の県立高等学校等

への転入学を希望する者への柔軟な対応（通年） 

○ 三重県教職員住宅への被災者の入居支援（6か月間無料） 

 

４ その他  

【防災対策部】 

○ 県内避難者を対象とした総合窓口や各種情報を県ホームページに掲載（通年） 

【健康福祉部】 

○ 県内４カ所の空間放射線量率測定結果、及び水道水・降下物（大気中の雨水やちり等）の人工放射性

物質の測定結果について、県ホームページで情報を提供（H23年度～） 

【雇用経済部】 

＜県内産業への対応＞ 

◆中小企業への対応 

○ 工業製品に関する残留放射能測定の実施（通年） 


